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１　県民生活部の組織

地 方 債 班

行 政 班

施 策 推 進 班

交 通 政 策 班

市 町 村 課

経 理 班

選 挙 班

財 政 班

移 住 促 進 班

活 力 創 出 班

新都市・地域整備班

総 務 班

県 民 生 活 交 通 課 県 民 協 働 推 進 班

航 空 企 画 推 進 課

消費生活センター

人権・男女共同参画課

交通事故相談所
（津山支所）

海 外 渡 航 班

消 費 生 活 班

国 際 課

税 政 班

第１　行政組織及び職員数

男女共同参画推進センター

人 権 施 策 推 進 班

男 女 共 同 参 画 班

くらし安全安心課 交 通 安 全 班

安全安心まちづくり班

岡南飛行場管理事務所

岡山空港管理事務所

国 際 交 流 貢 献 班

県民局（３局）

中山間・地域振興課

県
　
民
　
生
　
活
　
部
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２　県民局の組織

保健所・支所
家畜保健衛生所

農地農村計画課

用地課
ダム管理事務所
水島港湾事務所

岡山港管理事務所（備前のみ）

宇野港管理事務所（備前のみ）

建設企画課

工務第一課

工務第二課

工務第三課（備前・美作のみ）

維持補修課

建 設 部

森林整備課

広域農業普及指導センター（備中は除く）

農地農村整備第二課（備前のみ）

農地農村整備第一課（備前のみ）

地域設計審査班

地域維持補修課

地域用地班

地域工務課

備南広域農業普及指導センター（備中のみ）

地域管理課

河川激甚災害対策班（備前・備中のみ）

【地域事務所】

※地域事務所は建物の名称であり、
　地域総務課長を地域事務所長と位
　置づけ、防災・危機管理や庁舎管
　理の責任者とする。

美作岡山間道路建設班
（東備・勝英のみ）

農業普及指導センター
（高梁は除く）

備北広域農業普及指導センター

（高梁のみ）

地域総務課

備北保健課
（高梁のみ）

真庭保健課
（真庭のみ）

地域保健課
（高梁・真庭は除く）

備北衛生課
（高梁のみ）

真庭衛生課
（真庭のみ）

地域農地農村整備室
（真庭は除く）

（東備・井笠・高梁・新見・真
庭・勝英）

地域森林課

県民局（備前・備中・美作）

局の出先事務所

局の統轄出先機関

倉敷駅高架事業推進班（備中のみ）

管理課

森林企画課

健康福祉課

福祉振興課

保健課

検査課（備前のみ）

家庭児童相談室

農業振興課

農畜産物生産課

衛生課

農地農村整備課（備中・美作のみ）

農林水産事業部

企画調整情報課健康福祉部

地域づくり推進課

総務課

環境課

収納管理課（備前・備中のみ）

収税課

滞納整理課（備前・備中のみ）

直税課（備前のみ）

課税課

不動産取得税課（備前・備中のみ）

地域政策部

税 務 部
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美作県民局

勝英地域事務所

備前県民局

東備地域事務所

真庭地域事務所

新見地域事務所

高梁地域事務所

井笠地域事務所

備中県民局

新庄村

真庭市

新見市

高梁市

井原市

浅口市

矢掛町

里庄町

笠岡市

倉敷市

早島町

総社市

吉備中央町

岡山市

玉野市

赤磐市

和気町

瀬戸内市

備前市

美作市

西粟倉村

奈義町

勝央町

津山市

美咲町

久米南町

鏡野町

県民局の所管区域

地域事務所の担当区域

市町村境

３ 県民局の所管区域

＜令和５年４月１日現在＞
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局      別 

 

 
所   管   区   域 

（ 地 域 事 務 所 は 担 当 区 域 ） 

 

市町村数 

 

 

(k ㎡) 

面 積 

(％) 

 

 

(人) 

人 口 

(％) 

 

               

備 前県 民 局  

      

 

 岡山市、玉野市、備前市、瀬戸内市、 

 赤磐市、和気町、吉備中央町 

 

７ 

 

 

1,899.48 

(26.72) 

 

 

916,760 

(48.54) 

   

 東   備 

 

 備前市、赤磐市、和気町 

 

               

備 中県 民 局  

 

 

 倉敷市、笠岡市、井原市、総社市、高梁市、 

新見市、浅口市、早島町、里庄町、矢掛町 

 

 

１０ 

 

 

 

2,464.96 

(34.68) 

 

 

754,749 

(39.97) 

 

 

 

 

 

 

 

            

井 笠   

        

 

 笠岡市、井原市、浅口市、里庄町、矢掛町 

 

            

高 梁  

            

 

 高梁市 

 

           

新 見 

 

 新見市 

 

  

美 作県 民 局  

    

               

               

 

 津山市、真庭市、美作市、新庄村、鏡野町、 

勝央町、奈義町、西粟倉村、久米南町、 

美咲町 

 

 

１０ 

 

 

 

2,743.30 

(38.60) 

 

 

216,923 

(11.49) 

 

 

 

 

            

真 庭  

            

 

 真庭市、新庄村 

 

           

勝 英   

  

 

 美作市、勝央町、奈義町、西粟倉村 

 

               

 岡 山 県 計 

  

２７ 

 

 

7,107.74 

(100.00) 

 

1,888,432 

(100.0) 

 人口は、令和２年国勢調査人口等基本集計（令和３年 11 月 30 日公表）に、 

 面積は、国土交通省国土地理院調べ(令和４年 10 月 1 日現在)による。 

 ただし、児島湖面積(7.05k ㎡)は含まず、玉野市面積(103.58k ㎡)は推定値。 
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４　職員数

（１）県民生活部 （令和5年4月1日）

（２）県民局（※地域事務所内の課室を除く） （令和5年4月1日）

局出先事務所人員②

（３）県民局（※地域事務所内の課室のみ） （令和5年4月1日）

（４）その他の出先機関 （令和5年4月1日）

男女共同参画推進センター 4

合　　計 31

岡 南 飛 行 場 管 理 事 務 所 5

岡 山 空 港 管 理 事 務 所 17

消 費 生 活 セ ン タ ー 5

46

計 84 92 82 67 75 88

建 設 部 35 43 29 31 34

13

農 林 水 産 事 業 部 26 26 25 19 16 22

健 康 福 祉 部 16 17 20 10 18

勝　英

地 域 政 策 部 7 6 8 7 7 7

合 計 ① ＋ ② 459 416 332

　　　　　　地　域　別
　部　別

東　備 井　笠 高　梁 新　見 真　庭

局 人 員 ① 448 370 323

11 46 9

農 林 水 産 事 業 部 107 90 108

建 設 部 103 87 67

税 務 部 97 63 28

健 康 福 祉 部 92 80 72

14 17 15

計 49 50 48

地
域
政
策
部

地域づくり推進課 15 14 14

総 務 課 20 19 19

環 境 課

　　　　　　　　局　別
　部　別

備　　前 備　　中 美　　作

職員数 27 21 32 9 14 14 10 127

課

名

県
民
生
活
交
通
課

地

域

振

興

課

中

山

間

・

市

町

村

課

航
空
企
画
推
進
課

国

際

課

安

心

課

く

ら

し

安

全

共

同

参

画

課

人

権

・

男

女

計
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第２ 事 務 分 掌

１ 県民生活部の分掌事務 

(1) 県民生活に係る施策の推進に関する事項 
(2) 地域の振興及び市町村その他公共団体の行政一般に関する事項 
(3) 空路の開設及び利用促進並びに飛行場の整備に関する事項 
(4) 国際化の推進に関する事項 
(5) 県民のくらしの安全に関する事項 
(6) 男女共同参画に関する事項 
(7) 人権施策の推進に関する事項 

２ 各課の分掌事務 

課 名 班 名 分 掌 事 務 

県 民 生 活 

交 通 課 

施策推進班 １ 地方振興事業調整費に関すること。 

２ 部内の重点施策のとりまとめ等、各課との連絡調整に関する 

こと。 

３ 公益通報総合窓口に関すること。 

県 民 協 働 

推 進 班 

１ コミュニティづくりの促進に関すること。 

２ 県民との協働に関すること（他課の分掌に属するものを除 

く。）。 

３ 県民の社会貢献活動の支援に関すること。 

４ 特定非営利活動法人に関すること。 

５ ボランティア・ＮＰＯ活動支援センターに関すること。 

交通政策班 １ ＪＲ在来線の維持対策に関すること。 

２ 第３セクター鉄道に関すること。 

３ 離島航路、地方バス路線等の維持対策に関すること。 

４ 自家用有償旅客運送に関すること。 

５ 自動車運転代行業に関すること。 

総 務 班 １ 総務、人事等に関すること。 

２ 県民局に関すること（地方振興事業調整費を除く。）。 

経 理 班 １ 予算、経理等に関すること。 
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課   名 

 

 
班  名 

 
分   掌   事   務 

 
中 山 間 ・ 
地域振興課 
 
 
 
 
 
 

 

 
活力創出班 

 

 
１ 中山間地域振興対策の総合調整及び施策の推進（他課の分掌 
に属するものを除く。）に関すること。 

２ 過疎及び離島地域等の振興に関すること。 
３ 地域政策の調査研究、企画立案及び総合調整に関すること。 
４ 水資源対策の総合調整に関すること。 
 

移住促進班 
 
１ 移住・定住の促進に関すること。 
 

 
新 都 市 ・
地域整備班 

 

 

 
１ 吉備高原都市の整備に係る施策の総合調整に関すること。 
２ 吉備高原都市の活性化に関すること。 
３ 寄島干拓地及び浜山干拓地に係る施策の総合調整・土地利用に
関すること。 

４ 総合保養地域の総合調整に関すること。 
５ 吉備高原都市センター区広場に関すること。 
６ その他地域振興拠点施設の立地の調整に関すること。 

７ 国土利用計画及び土地利用基本計画に関すること。 

８ 土地利用の調整に関すること。 

９ 土地取引の規制等に関すること。 

10 基準地の標準価格及び標準地の公示価格に関すること。 

11 開発行為の規制に関すること（他課の分掌に属するものを除 

く。）。 

12 国土調査に関すること。 

13 国土利用計画審議会及び土地利用審査会に関すること。 

14 土地開発審査会に関すること。 
 

 
市 町 村 課 

 

 
行 政 班 

 
１ 市町村の行政に関すること。 
２ 市町村職員の勤務条件等に関すること。 
３ 県・市町村間の連携等に関すること。 
４ 市町村への権限移譲に関すること。 
 

 
選 挙 班 

 
１ 選挙管理委員会との連絡に関すること。 
２ 政治団体に関すること。 
 

 
財 政 班 

 
１ 市町村の財政に関すること。 
 

 
地 方 債 班 

 
１  地方債の同意等に関すること。 
２  地方公営企業に関すること。 
 

 
税 政 班 

 
１  市町村の税政に関すること。 
２  固定資産評価審議会に関すること。 
 

 
航 空 企 画 
推 進 課 

 
 
１  新規路線の開設及び既存路線の拡充に関すること。 
２ チャーター便・貨物便の運航促進に関すること。 
３ 岡山空港及び岡南飛行場の利用促進に関すること。 
４ 岡山空港及び岡南飛行場の整備に関すること。 
５ 岡南飛行場管理事務所及び岡山空港管理事務所に関すること。 
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課   名 

 
班  名 

 
分   掌   事   務 

 
 
国 際 課 

 
国 際 交 流 
貢 献 班 

 
１  国際交流、多文化共生及び国際貢献に関する施策の総合企画 
及び連絡調整に関すること。 

２  海外県人会等との連絡調整に関すること。 
３ 海外技術研修員の受入れに関すること。 
４ 岡山国際交流センターに関すること。 
５ 一般財団法人岡山県国際交流協会に関すること。 
 

 
海外渡航班 
 

 
１  旅券の発給及び手続きのオンライン化に関すること。 
 

 
くらし安全 
安 心 課 

 

 

 
消費生活班 

 
１ 消費者行政の総合調整及び消費生活協同組合に関すること。 
２ 消費者教育の推進（消費生活センターの分掌に属するものを除
く。）及び消費者の安全の確保に関すること。 

３ 金融広報の推進及び多重債務者対策に関すること。 
４ 消費者との間で商品、権利又は役務に関する取引を行う事業 
者の指導監督及び検査に関すること。 

５ 表示及び景品類に関する相談並びに事業者の指導監督及び検 
査に関すること（他課の分掌に属するものを除く。）。 

６ 生活関連物資等の買占め及び売惜しみ並びに価格及び需給の 
調整等に関すること。 

７ 消費者に係る訴訟の援助に関すること。 
８ 消費者行政活性化事業に関すること。 
９ 県民相談に関すること。 
10  消費生活センターに関すること。 
11 消費生活懇談会に関すること。 
 

 
交通安全班 

 
１ 交通安全対策の総合調整に関すること。 
２ 交通安全思想の普及及び交通安全対策の指導に関すること。 
３ 交通事故相談所に関すること。 
４ 交通安全対策会議に関すること。 
 

 
安 全 安 心 
まちづくり班 

 
１  安全・安心まちづくりに関する総合調整に関すること。 
２ 犯罪被害者等のための施策に関する総合調整に関すること。 
３ 再犯の防止等に関する施策の総合調整に関すること。 

 

8



 

 
課   名 

 
班  名 

 
分   掌   事   務 

 
 
人権・男女 
共同参画課 

 

 
人 権 施 策 
推 進 班 

 
１ 人権施策の総合調整に関すること。 
２ 隣保館に関すること。 
３ 自立促進事業に関すること。 
４ 人権啓発に関すること。 
５ 人権政策審議会に関すること。 
６ ユニバーサルデザイン施策に関すること。 
７ その他他課の分掌に属しない人権施策に関すること。 
 

 
男 女 共 同 
参 画 班 

 
１ 男女共同参画に関する施策の総合企画及び連絡調整に関する
こと。 

２ 女性団体の自主活動の推進に関すること。 
３ 男女共同参画に関する意識啓発及び調査研究に関すること。 
４ 男女共同参画推進センターに関すること。 
５  男女共同参画審議会に関すること。 
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３ 県民局の分掌事務 
 

 
部 課 名 

 
分   掌   事   務 

 
 

（地域政策部） 
地域づくり推進課 

 
・ 施策の企画立案、推進及び総合調整に関すること。 
・ 主要事業の実施の連絡調整に関すること。 
・ 部所長会議に関すること。 
・ 県政に関する公聴及び広報に関すること。 
・ 危機管理並びに消防の育成指導及び防災対策に関すること。 
・ 高圧ガス及び液化石油ガスの保安並びに火薬類の取締りに関すること。 
・ 地方振興事業調整費に関すること。 
・ 国土利用計画及び土地利用基本計画に関すること。 
・ 土地取引の規制等に関すること。 
・ 土地利用の調整に関すること。 
・ 開発行為の規制に関すること（他課の分掌に属するものを除く。）。 
・ 市町村その他公共団体の行政及び財政に関すること。 
・ 市町村及び関係団体との連絡調整に関すること。 
・ 中山間地域の活性化に関すること。 
・ 観光その他産業の振興に関すること（他課の分掌に属するものを除 
 く。）。 
・ 消費生活行政に関すること。 
・ 多様な主体との協働並びにコミュニティづくり及びボランティア・ 
ＮＰＯ活動の推進に関すること。 

・  安全・安心まちづくりの啓発に関すること。 
・ 文化の振興に関すること。 
・ スポーツの振興に関すること。 
・ 交通安全等の啓発に関すること。 
・ 青少年の健全育成に関すること。 
・ その他県民生活に関すること。 
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部 課 名 

 
分   掌   事   務 

 
 

（地域政策部） 
総  務  課 

 
・ 出先機関との連絡調整に関すること。 
・ 庶務に関すること。 
・ 事務処理合理化の実施に関すること。 
・ 行政資料の整理保管に関すること。 
・ 庁舎の管理及び庁内の取締りに関すること。 
・ 工事の執行手続に関すること。 
・ 使用料及び手数料の徴収に関すること。 
・ 土木事業に対する負担金及び分担金の賦課徴収に関すること。  
・ 工事不用材料及び物件の処分に関すること。 
・ 選挙管理委員会事務局分局に関すること。 
・ 人権研修に関すること。 
 

 
（地域政策部） 
地 域 総 務 課 

 
・ 主要事業の実施の連絡調整に関すること。 
・ 庁内会議に関すること。 
・ 庶務に関すること。 
・ 行政資料の整理保管に関すること。 
・ 危機管理及び防災対策に関すること。 
・ 庁舎の管理及び庁内の取締りに関すること。 
・ 工事の執行手続に関すること。 
・ 使用料及び手数料の徴収に関すること。 
・ 土木事業に対する負担金及び分担金の賦課徴収に関すること。 
・ 工事不用材料及び物件の処分に関すること。 
・ 県税（地方消費税を除く。）に係る徴収金の収納に関すること。 
・ 納税証明書の交付に関すること。 
・ その他県税の賦課徴収に係る連絡調整に関すること。 
 

 
（地域政策部） 
環  境  課 

 
・ 快適な環境の確保に関すること。 
・ 景観対策の推進に関すること。 
・ 公害に係る情報の把握、苦情等の処理に関すること。 
・ 墓地、納骨堂及び火葬場に関すること。 
・ 地球環境の保全に関すること。 
・ 大気汚染及び水質汚濁の防止並びに土壌汚染対策に関すること。 
・ 湖沼の水質及び環境の保全に関すること。 
・ 循環型社会形成の推進に関すること。 
・ 廃棄物の処理及び清掃に関すること。 
・ 浄化槽及び下水道の終末処理場に関すること。 
・ 希少野生動植物（鳥獣を除く。）の保護に関すること。 
・ その他環境保全に関すること。 
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４ その他の出先機関の分掌事務 
 

 
出先機関名 

 
課 名 

 
分   掌   事   務 

 
 
岡 南 飛 行 場 
管 理 事 務 所 

 
 
１ 岡南飛行場の施設の維持管理に関すること。 
２ 岡南飛行場条例に基づく届出・許可等に関すること。 
３ その他岡南飛行場の管理運営上必要な業務に関すること。 
 

 
岡 山 空 港 
管 理 事 務 所 

 
総務課 

 
１ 岡山空港条例に基づく届出・許可等に関すること。 
２ 工事の契約及びその他執行手続に関すること。 
３ その他岡山空港の管理運営上必要な業務に関すること。 
  

 
施設課 

 
１ 岡山空港の土木施設、航空灯火施設及び電気施設等の維持管 
理に関すること。 

２ 工事の調査、設計、指導及び監督に関すること。 
３ 工事の施工に関すること。 
 

 
消費生活ｾﾝﾀｰ  

 
１ 消費生活に関する相談及び苦情の処理に関すること。 
２ 消費生活に関する知識の普及に関すること。 
３ 消費者教育の推進に関すること。 
４ その他消費生活に関すること。 
 

 
交通事故相談所  

 
１ 交通事故被害者に係る損害賠償問題及び更正問題についての 
相談、指導助言に関すること。 

２ 交通事故被害者の相談機関又は援護機関へのあっせんに関す 
ること。 

３ 交通事故相談事案の処理についての市町村からの相談、助言 
に関すること。 

４ 交通事故被害者の援護についての広報に関すること。 
５ その他交通事故相談所の目的の達成に必要な業務に関するこ 
と。 

 
 
男女共同参画 
推進センター 

 
 
１ 男女共同参画社会の形成を促進するための活動の支援及び情 
報の提供に関すること。 

２ 男女共同参画社会の形成を促進するための講座及び研修会の 
開催に関すること。 

３ 男女共同参画に係る相談に関すること。 
４ 就業に関する情報の提供及び講座等の開催に関すること。 
５ 男女共同参画推進センターの施設及び設備の提供に関するこ
と。 

６ その他男女共同参画推進センターの目的の達成に必要な業務
に関すること。 

 

 

12



５ 条例に基づく審査会・審議会・協議会 
 

 

名  称 

 

所属課 

 

根 拠 条 例 

 

担 当 す る 事 項 
 

 

岡 山県 土 地 

開 発審 査 会 

 

 

中 山 間

・ 地 域 

振 興 課 

 

岡山県附属機関

条例 

 

 

岡山県県土保全条例（昭和 48 年岡山県条例第 35

号）に基づく土地の開発許可に関する審査及び意

見の具申に関する事務 
 

 

岡 山県 国 土 

利 用 計 画 

審  議  会 

 

 

 

中 山 間

・ 地 域 

振 興 課 

 

 

 

岡山県国土利用

計画審議会条例 

 

 

 

 

国土利用計画法（昭和 49 年法律第 92 号）第 38 条

第１項の規定による国土利用計画（岡山県計画、

市町村計画）、岡山県土地利用基本計画、その他

国土の利用に関する基本的な事項及び土地利用に

関し重要な事項の調査、審議に関する事務 
 

 

岡 山県 土 地 

利 用審 査 会 

 

 

 

中 山 間

・ 地 域 

振 興 課 

 

 

岡山県土地利用

審査会条例 

 

 

 

国土利用計画法第12条の規定による土地取引規制

区域の指定及び解除に係る確認、法第 24 条第１項

等の規定による意見具申並びに法第20条第１項に

規定する審査請求に対する裁決に関する事務 
 

 

岡 山県 固 定 

資 産 評 価 

審 議 会 

 

 

市  町

村  課 

 

 

 

岡山県固定資産

評価審議会条例 

 

 

 

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 401 条の２

の規定に基づき固定資産の評価に関する事項で知

事がその意見を求めたものについての調査審議に

関する事務 
 

 

岡 山県 交 通

安全対策会議 

 

く ら し

安  全

安 心 課 

 

岡山県交通安全

対策会議条例 

 

交通安全対策基本法(昭和 45 年法律第 110 号）第

16 条第２項の規定による県交通安全計画の作成及

びその実施の推進、陸上交通の安全に関する総合

的な施策の企画及びその実施の推進並びに関係行

政機関との連絡調整に関する事務 
 

 

岡 山県 消 費 

生 活懇 談 会 

 

 

 

 

く ら し

安  全

安 心 課 

 

 

 

岡山県附属機関

条例 

 

 

 

 

消費生活に関する重要事項の調査審議及び意見の

具申並びに岡山県消費生活条例（平成 17 年岡山県

条例第 14 号）に定める消費者苦情に係るあっせん

又は調停及び訴訟に対する援助に係る意見の具申

に関する事務 
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名  称 

 

所属課 

 

根 拠 条 例 

 

担 当 す る 事 項 

 

岡 山県 男 女 

共 同 参 画 

審  議  会 

 

 

人権・男

女 共 同

参 画 課 

 

 

岡山県男女共同

参画の促進に関

する条例 

 

 

男女共同参画に関する重要事項についての調査及

び審議並びに男女共同参画の促進に関する施策又

は男女共同参画の促進に影響を及ぼすと認められ

る施策についての建議に関する事務 

 

岡 山県 人 権 

政 策審 議 会 

 

人権・男

女 共 同

参 画 課 

 
 

 

岡山県附属機関

条例 

 

人権政策に関する重要事項の調査審議及び意見の

具申に関する事務 
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第３ 県民生活部重点施策 

１ 基本方針 

 県民生活部では、「第３次晴れの国おかやま生き活きプラン」に掲げる重点戦略である「地

域を支える産業の振興」、「安心で豊かさが実感できる地域の創造」に沿って、中山間地域

の振興や地域公共交通の維持・確保、移住・定住の促進、交通事故や消費者被害の防止、男

女共同参画の推進など県民の生活に密接に関連する分野を中心に、すべての県民が明るい笑

顔で暮らす岡山を目指して「生き活き岡山」の実現に向けた様々な取組を展開する。 

２ プランの体系と戦略プログラム（関係分） 

Ⅰ 地域を支える産業の振興 

観光振興プログラム 

【重点事業①】航空ネットワーク維持・拡充事業 

Ⅱ 安心で豊かさが実感できる地域の創造 

暮らしの安全推進プログラム 

【重点事業②】犯罪被害者等見舞金給付事業 

持続可能な中山間地域等形成プログラム 

【重点事業③】ＪＲ在来線利用促進事業 

【重点事業④】生き活き拠点づくり促進事業 

【重点事業⑤】岡山移住・定住促進パワーアップ事業 

快適な環境保全プログラム 

【重点事業⑥】空港脱炭素化推進計画策定事業 

生きがい・元気づくり支援プログラム 

【重点事業⑦】ウクライナ避難民支援対策事業 

情報発信力強化プログラム 

【重点事業⑧】Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合支援事業 

【その他】 

【重点事業⑨】地域づくりリーダー育成講座運営事業（新・ももたろう未来塾） 
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３ 重点事業の概要 

Ⅰ 地域を支える産業の振興 

【重点事業①】航空ネットワーク維持・拡充事業（一部新規、143,362 千円） 

国際定期路線の運航再開を実現し再開後の運航を安定させるため、航空会社に対する

運航経費への支援や、路線ＰＲ及び集客に取り組むとともに、新規路線の誘致に向け、

チャーター便の運航経費への支援等に取り組む。 

 

Ⅱ 安心で豊かさが実感できる地域の創造 

【重点事業②】犯罪被害者等見舞金給付事業（拡充、3,790 千円） 

犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るため、市町村への補助により給付していた見

舞金を、県から直接給付するとともに、被害発生直後から被害者等に寄り添った支援を

コーディネートする。 

 

【重点事業③】ＪＲ在来線利用促進事業（新規、34,126 千円） 

ＪＲ在来線の維持・確保を図るため、各種統計データやパーソントリップ調査の結果

を分析し、実効性のある利用促進策を立案するとともに、鉄道利用の機運醸成や新たな

利用者の獲得につなげるキャンペーン事業を実施する。 

 

【重点事業④】生き活き拠点づくり促進事業（一部新規、31,000 千円） 

生き活き拠点形成に向けた市町村の取組を促進するため、地域運営組織が実施する地

域の拠点性を高める取組やその活動拠点施設の整備等を支援するとともに、これまでの

取組の成果を他地域に横展開するための情報発信を行う。 

 

【重点事業⑤】岡山移住・定住促進パワーアップ事業 

（一部新規、一部拡充、77,475 千円） 

地域資源をテーマにしたセミナーの開催や、ワーケーションを推進する市町村の支援

と二地域居住等のプログラム造成等を行い、移住・定住ルートの拡大を図るとともに、

首都圏等で移住相談窓口の設置や、移住検討段階に沿った戦略的な情報発信と受入体制

の強化に取り組む。 

 

【重点事業⑥】空港脱炭素化推進計画策定事業（新規、28,000 千円） 

空港の脱炭素化に向け、空港法等に基づき、岡山桃太郎空港及び岡南飛行場それぞれ

において、空港関係者やその他民間事業者など脱炭素化の各取組の実施主体として見込
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まれる関係者で構成する協議会を設置し、「空港脱炭素化推進計画」を策定する。 

 

【重点事業⑦】ウクライナ避難民支援対策事業（7,214 千円） 

ウクライナから避難された方に対して、県営住宅入居に必要な諸準備や、県営住宅

に入居した方が、就労等により、民間賃貸住宅への転居を希望した場合における支援

を実施するほか、本国との連絡等で必要となる通信環境整備や、翻訳環境整備に係る

支援を実施する。 

 

【重点事業⑧】Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合支援事業（12,000 千円） 

令和５年４月に倉敷市で開催されるＧ７倉敷労働雇用大臣会合にあたり、円滑な実施

に向けた支援やおもてなし、本県の魅力発信や県民の機運醸成等を行う。 

 

【その他】 

【重点事業⑨】地域づくりリーダー育成講座運営事業（新・ももたろう未来塾） 

（新規、3,879 千円） 

地域づくりに取り組む“新たな次世代リーダー”の育成を目的に「新・ももたろう未

来塾」を開催する。 
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第４ 主  要  事  業 

 

 県民生活交通課  

 

１ ボランティア・ＮＰＯ活動の促進 

  岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター（愛称：ゆうあいセンター）において、県民

のボランティアやＮＰＯ活動を促進するため、専門相談や人材育成・交流、ボランティア・Ｎ

ＰＯ活動コーディネーターのスキルアップ、情報提供等の各種支援事業を実施する。 

    また、特定非営利活動促進法に基づき、法人の設立認証・認定、監督等の事務を行う。 

    ＊県内のＮＰＯ法人数 755（岡山県所轄 469、岡山市所轄 286）(令和５年３月末現在) 

 

２  災害ボランティア活動の促進 

災害時に被災者支援に役立つ専門的な知識や技術を有する方を「災害救援専門ボランティア」

として事前に登録する制度を運用するとともに、新規登録者の養成や登録者のスキルアップを

図るための研修を行う。 

また、平成 30 年 7 月豪雨災害を受けて、被災者支援を行うＮＰＯ、関係機関、行政等が連携

して設立した「災害支援ネットワークおかやま」の情報共有会議等に参加するとともに、大規

模災害発生時の円滑な被災者支援と受援力強化のため、官民連携の促進を図る研修を実施する。 

 

３ 地域活動継続支援事業の実施 

 地域活動を行うＮＰＯに対し、安定的な活動継続を支援するため、「民間公益活動を促進す

るための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律」に基づく助成やその他民間の助成等制度

の情報提供等のためのセミナーを実施する。 

 

４ 地域づくりリーダー育成講座運営事業（新・ももたろう未来塾） 

地域づくりに取り組む“新たな次世代リーダー”の育成を目的に「新・ももたろう未来塾」

を開催する。 

 

５  永年勤続町内会長・区長等の表彰 

県内各地において、町内会長・区長等住民自治組織の長として多年にわたり地域活動の推進

に寄与し、地方自治の発展に極めて功績があった方を知事表彰する。 

 

６  地域公共交通の維持・確保 

拠点間を結ぶ広域的・幹線的なバス路線等を、国、市町村、事業者と役割分担しながら維 

持・確保するとともに、地域住民の移動手段の確保のため令和４年度に実施したパーソントリ

ップ調査の結果等を活用しながら、持続可能な地域公共交通ネットワークの構築に積極的に取
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り組む市町村を支援する。 

  また、燃料価格高騰等の影響に留意しつつ、公共交通事業者への地域の実情に応じた適切な

支援に取り組む。 

 

７  井原鉄道(株)の経営基盤強化と井原線の利用促進 

    井原線は、岡山県西南圏域と広島県備後圏域を結ぶ重要な鉄道であり、この路線を運行する

井原鉄道(株)の経営基盤の強化を図るため、関係自治体が連携して、線路や車両など鉄道基盤

の維持に要する経費を補助する「上下分離方式に準じた方式」により支援を行う。 

    また、県の広報媒体等を通じて積極的にＰＲし、利用促進に努める。 

  (1) 井原線の施設概要 

    ア  区  間   総社駅～神辺駅（41.7km） 

    イ  総工事費   約 427 億円（全額国費） 

  (2) 井原鉄道(株)の概要 

    ア  設  立   昭和 61 年 12 月１日 

    イ  資 本 金   ７億円 

    ウ  株  主   岡山県、広島県、関係７市町、民間 

 

８ ＪＲ在来線の機能の維持・向上 

    県内を運行するＪＲ在来線の機能の維持・向上を図るため、各種統計データやパーソントリ

ップ調査の結果を活用し、岡山県ＪＲ在来線利用促進検討協議会を中心として、実効性のある

利用促進策を立案し、鉄道利用の機運醸成や新たな利用者の獲得につなげるキャンペーン事業

を行うとともに、沿線自治体が実施する地域の実態を踏まえた取組への支援を行う。 

また、他県等と連携し、ＪＲ西日本に対しては、運行ダイヤの復元や利便性の維持等につい

て働きかけを行うとともに、国に対しては、ＪＲの経営基盤の安定化への支援等について要望

を行う。 

今後、法改正により、利用が低迷している路線について、再構築に関する仕組みが創設され

るなどの動きがあるが、引き続き、路線の維持に向けて適切に対応する。 

 

９ 離島航路の維持対策 

    離島住民の生活を支える唯一の交通機関であり、航路確保維持計画を策定している離島航路

について、航路維持に向け、国及び関係市とともに、航路事業者に対して補助を行う。 

 

10  中四国横断新幹線に関する調査 

    中四国横断新幹線については、国や関係各県の動向を注視しながら、情報の収集に努める。 
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中山間・地域振興課 

 

１ 中山間地域等の振興 

人口減少や高齢化が進行している中山間地域の振興のため、「岡山県中山間地域活性化

基本方針」(令和３年２月改訂)に基づき、市町村や地域住民、ＮＰＯ、企業等と連携しな

がら、中山間地域対策を総合的、効果的に推進する。 

(1) 中山間地域等振興特別事業 

市町村やＮＰＯなど多様な主体と連携し、地域活動を担う人材の育成・確保や組織づ

くり、日常生活に必要なサービス機能や集落機能の維持・確保、移住・定住の促進、道

路環境の整備等を行うことにより、持続可能な中山間地域の形成を目指す。 

ア 持続可能な中山間地域等形成事業 

県民局が第３次晴れの国おかやま生き活きプランの地域別構想を踏まえながら、多様

な主体と連携し、地域を支える人材の育成や関係人口の創出など持続可能な中山間地域

の形成につながる事業等を実施する。 

イ 地域と暮らしの維持応援事業 

市町村等が地域づくり団体、ＮＰＯ、企業、大学生等と連携して実施する、地域課題

の解決に向けた取組のほか、移住・定住の促進や地域資源を活用した交流促進など持続

可能な地域づくりに向けた取組を支援する。 

ウ 中山間地域協働支援センター事業 

おかやま元気！集落の取組支援、地域づくりへの多様な主体の参加促進、中山間地域

の振興に向けたネットワークづくりや人材育成等の取組を実施する。 

エ おかやま元気！集落活動促進支援事業 

小規模高齢化集落など単独では集落機能の維持が困難な集落について、周辺の複数の

集落が連携し広域的に支え合うため、小学校区、大字等の単位で地域運営組織を設け、

集落機能の維持・強化に取り組む地域を「おかやま元気！集落」として、中山間地域の

活性化の原動力と位置付け、その活動を支援し、拡大・充実を図る。 

オ 地域の多様な担い手確保・活動支援事業 

地域の課題解決を担う地域運営組織が持続的に活動を続けることができるよう、市町

村とともに設立や運営を支援する。また、地域おこし協力隊について、市町村の募集が

効果的に行われるよう支援するとともに、着任後の研修会を開催すること等により任期

中の活動を支援する。 

カ 小中学生離島の魅力発見・発信事業 
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小中学生の島への理解や愛着心を深めるため、伝統や文化に関する体験学習を実施す

る。 

(2) 生き活き拠点づくり促進事業 

地域住民が安心して暮らし続けていくことができるよう、生活圏内の拠点的地域にお

いて、日常生活に必要なサービス機能の維持・確保を図る「生き活き拠点」の形成に向

けた取組を支援する。 

 

２ 移住・定住の促進 

晴れの国ぐらしの魅力発信を強化するとともに、受入体制の充実を図り、移住・定住の

促進に努める。加えて、柔軟な働き方の広がりや価値観・人生観の多様化により関心の高

まっているワーケーションや二地域居住など、将来的な移住・定住につながる関係人口の

創出に取り組む。 

(1) 情報発信の推進 

デジタルマーケティングによって得た移住希望者のニーズ等を基に、相談会や地域資

源をテーマにしたセミナーを開催するとともに、移住・定住ポータルサイト「おかやま

晴れの国ぐらし」やガイドブック、ＳＮＳ等を活用し、移住検討段階に沿った戦略的な

情報発信に取り組む。 

(2) 移住相談の充実 

首都圏アンテナショップ「とっとり・おかやま新橋館」に設置した「移住・しごと相

談コーナー」をはじめとする相談窓口を充実するほか、全国各地からの相談にも対応で

きるようオンライン相談対応を行うなど、移住希望者のニーズに沿った相談を行ってい

く。 

(3) 受入体制等の整備 

市町村が行う移住者を受け入れるための空き家改修などに要する経費の一部を支援す

るなど、市町村と連携した受入環境の整備に努める。 

また、移住者のニーズが高い住居を確保するため、不動産関係団体と連携した「岡山

県空き家情報流通システム」の運用により、空き家取引の利便性の向上を図る。 

(4) 他県との連携強化 

鳥取県、兵庫県との合同移住相談会や移住体験ツアーを実施し、県境地域への移住・

定住を促進する。 

(5) ワーケーション・二地域居住等の推進 

新型コロナウイルス感染症を契機として新たなライフスタイルとして注目が集まるワ

ーケーションの取組への支援に加え、二地域居住等の推進につながるプログラム造成に
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取り組むなど、市町村等と連携しながら、地方に関心を持つ様々な層を取り込み、将来

的な移住・定住にもつながる関係人口の創出に努める。 

 

３ 特定地域対策等の推進 

過疎地域や離島など法に基づく特定地域について、関連する市町村等と連携しながら、

地域の実情に応じた取組を計画的に推進する。 

(1) 過疎対策等の推進 

過疎地域の振興については、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づ

く「岡山県過疎地域持続的発展方針」、「岡山県過疎地域持続的発展計画」及び市町村

が策定する「過疎地域持続的発展市町村計画」を踏まえ、国・県の補助事業や過疎対策

事業債の配分等を通じ、県と市町村が一体となって、総合的かつ計画的な過疎地域の持

続的発展の推進に取り組む。 

また、辺地地域の振興については、市町村が策定する「辺地総合整備計画」に基づ

き、辺地対策事業債の適切な配分等を行い、個性と活力ある地域づくりを推進する。 

(2) 離島地域などの特定地域対策等の推進 

離島地域の振興については、令和５年４月１日に施行された改正離島振興法に基づ

き、国の定める離島振興基本方針を踏まえ、「岡山県離島振興計画」を策定する。この

計画に基づき、関係市等と連携し、地域が有する特性や資源を十分に生かし、安心して

暮らし続けることができる島づくりを推進する。 

また、発電用施設周辺地域整備法等電源三法に基づく交付金により、電源立地地域に

おける公共用施設の整備等を促進する。 

 

４ 吉備高原都市の整備 

吉備高原都市については、平成14年３月に策定した「吉備高原都市の今後の整備方針」

を基本とし、ハウスメーカー等との連携強化、首都圏等に向けた情報発信等により住区の

分譲を加速するとともに、吉備中央町や地元関係者と協働で都市の魅力づくりを進める。 

なお、民間等による開発が見込まれる場合は、都市整備の理念との整合を図りながら弾

力的に対応する。 

 

５ 地域振興拠点施設の整備等 

寄島干拓地、浜山干拓地については、関係部局や地元市と連携しながら、企業誘致等、

地域振興に資する土地利用の促進を図る。 
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６ 国土利用計画法の運用 

土地利用計画の策定、土地取引の規制等を通じて、総合的かつ計画的な国土の利用を図

る。 

また、一般の土地取引に対して指標を示すことにより適正な地価の形成を図るため、土

地価格調査を実施している。 

(1) 岡山県土地利用基本計画の運用 

国土利用計画法に基づき土地利用基本計画を策定し、県土の利用に関する基本構想等

を定めるとともに、地域区分に応じた土地利用の原則を示すこと等により適正かつ合理

的な土地利用を図っている。 

＜地域区分ごとの面積＞                     （単位：ha、R5.3.31現在） 

地域区分 面 積 地域区分 面 積 

都 市 地 域 219,987 自然公園地域 80,664 

農 業 地 域 531,603 自然保全地域 101 

森 林 地 域 484,352 白 地 地 域 4,484 

（注）各地域間には重複があるため、地域ごとの面積の合計は県土の総面積とは一致しない。 

(2) 土地取引規制 

一定面積以上の土地取引を知事に届けさせ、適正かつ合理的な土地利用の確保を図る

観点から審査し、取引価格を把握している。 

・令和４年 届出受理件数  225件 (岡山市分を除く。) 

(3) 土地価格調査 

一般の土地取引に対して指標を示すことにより適正な地価の形成を図るため、国が地

価公示（１月１日基準日）、県が地価調査（７月１日基準日）を実施し、公表してい

る。県内の全用途の平均変動率は、近年、地価公示、地価調査ともに下落傾向が続いて

いたが、令和５年地価公示において３年ぶりに上昇に転じた。 

＜地価の推移（全用途の対前年比）＞                       （単位：％） 

  

 

 

 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R2年 R3年 R4年 R5年 

地価公示 ▲1.0 ▲0.7 ▲0.5 ▲0.3 ▲0.2 0.3 ▲0.5 ▲0.1 0.7 

地価調査 ▲1.3 ▲1.3 ▲1.0 ▲0.7 ▲0.7 ▲0.8 ▲1.0 ▲0.4 － 

 

７ 岡山県県土保全条例の運用 

県土の無秩序な開発を防止するため、県土保全条例に基づく許可等での規制と誘導によ

り、開発行為の適正化を図っている。 

・10ha以上の開発行為に対する事前協議 

・１ha以上の開発行為に対する許可  

※岡山市及び倉敷市（10ha未満）の開発については、適用除外 
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８ 国土調査の推進 

土地行政の基礎資料として、土地の地籍事項（所有者、地番、地目、境界及び地積）を

明らかにするため、６市で地籍調査を予定している。 

調査結果は、数値情報化され、基礎データとして様々な行政分野で活用されている。な

お、これまでに21市町村が事業を完了しており、実施率は83.8％となっている。 

 

（単位：k㎡、R5.3.31現在） 

要調査面積 

Ａ 

実施済面積 

Ｂ 

実 施 率 

 Ｂ／Ａ  

6,604.70 5,533.88 83.8% 

 

24



市町村課

１ 県・市町村間の連携の強化と人材育成 

県と市町村が良きパートナーとして対話を進めるため、トップミーティング等を開催すると

ともに、相互理解と連携強化を図るため、県職員の派遣及び市町村職員の受入れを行う。 

(1) 知事・市町村長会議（トップミーティング）等の開催 

知事と市町村長が行政課題等について協議・意見交換等を行い、県と市町村との連携、協

力を進める。 

(2) 市長会、町村会等との連携 

市長会、町村会及び（公財）岡山県市町村振興協会との連携の強化に努める。 

(3) 職員の相互交流の促進 

昭和56年度から県と市町村の間で双方同一人数による職員の派遣を実施しており、令和４

年度については、31名の職員交流を行っている。 

２ 市町村への事務・権限の移譲 

「市町村への事務・権限移譲推進方針」に基づき、人的・財政的な支援措置を講じつつ、各

市町村の希望や提案に応じた、より柔軟な移譲に取り組む。 

(1) 国の地方分権改革による移譲等 

国は、地方の発意に根差した新たな取組を推進することとし、平成26年から地方分権改革

に関する「提案募集方式」を導入しており、地方公共団体への事務・権限の移譲、義務付け

・枠付けの見直し等に取り組んでいる。 

(2) 事務処理特例条例による移譲 

「市町村への事務・権限移譲推進方針」に基づき、市町村の希望に応じた、より柔軟な事

務・権限の移譲に取り組むとともに、市町村からのヒアリングにより、移譲した事務の実施

状況や課題を把握し、関係部局と連携を図りながら必要な措置を講じていく。 

３ 市町村行政に関すること 

連携中枢都市圏等の市町村間の広域連携に関する取組や地方公務員制度の適正な運用につい

て助言や情報提供を行う。 

(1) 一般行政の充実 

ア 連携中枢都市圏や定住自立圏など市町村間の広域連携の取組について助言等を行う。 

イ 市町村及び一部事務組合等における適正な行政運営を確保するため、一般行政事務、議

会運営等について助言を行う。 
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(2) 職員給与、定員管理等の適正化 

効率的な行財政運営を実現するため、職員給与、定員管理等の適正化について助言を行う。 

ア 職員給与の適正化 

県内市町村のラスパイレス指数は、おおむね国より低い水準となっており、令和４年４

月１日現在の県内市町村（岡山市を除く。）の平均は98.7となっている。 

イ 定員管理の適正化 

県内市町村（岡山市を除き、一部事務組合を含む。）の総職員数は、平成９年度から減

少に転じていたが、行政改革による定数削減等が一段落した近年では横ばいの状態で推移

しており、令和４年４月１日現在で13,583名（対前年度５名減）となっている。 

(3) 住民基本台帳ネットワークシステムの運用 

平成15年８月25日に本格稼働した住民基本台帳ネットワークシステムについて、県と市町

村の連携のもとに、セキュリティの確保を図りながら、円滑な運用に努める。 

 

４ 市町村財政に関すること 

市町村財政の健全な運営に資するための助言や情報提供を行う。 

(1) 健全な財政運営のための助言 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）に基づき、実質赤字比

率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率が財政の早期健全化・再生判断基準

の指標として、また、資金不足比率が公営企業の経営健全化の指標として用いられることか

ら、これらの指標の悪化が懸念される市町村について、財政健全化策を盛り込んだ自主的な

財政運営適正化計画の策定などを通じ、個別の課題に応じた助言を行う。 

また、統一的な基準による地方公会計を、予算編成等に積極的に活用することで、各市町

村の財政のマネジメントが強化されるよう適切な助言を行う。 

(2) 財政状況の公表の推進 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律の施行や公会計の整備に伴い、財政の透明性を

一層高め、住民への説明責任を果たすことが求められていることから、他団体との比較が可

能で、住民にわかりやすい財政情報の積極的な公表に取り組むよう助言を行う。 

(3) 地方交付税の算定等 

適正な算定に努めるとともに、交付税検査を実施して、算定に用いた数値の確認を行う。 

(4) 地方債発行の同意等 

市町村等が実施する公共施設の整備等に係る地方債の発行について、同意等に係る事務を

行う。なお、実質公債費比率、公営企業の資金不足比率等の高い市町村等については、地方

債発行に当たって許可が必要とされており、その際には、公債費負担適正化計画、資金不足

等解消計画等の内容、実施状況などを勘案し、許可に係る事務を行う。 

(5) 地方公営企業の経営健全化 
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公営企業会計の適用拡大や経営戦略の策定・改定など、経営の見える化を通じた経営健全

化や広域的な連携等を含めた改革の取組について助言を行う。 

５ 市町村税政に関すること 

市町村税政が適正に運用されるよう助言や情報提供を行う。 

(1) 市町村税に関する助言 

市町村税の適正・公平な賦課徴収についての助言を行う。 

(2) 地方特例交付金の算定、地方譲与税の譲与 

地方特例交付金の算定・交付及び地方譲与税の譲与を行う。 

(3) 固定資産税評価額の均衡化・適正化の推進 

固定資産評価基準に基づき、固定資産の評価の均衡化・適正化を引き続き推進するととも

に、評価事務が円滑に進むよう助言を行う。 

６ 選挙の管理執行等（県選挙管理委員会事務） 

公正な選挙が行われるよう、選挙に関する事務を管理するとともに、県民の政治意識を高め

るための啓発活動を行う。 

 (1) 岡山県議会議員選挙の管理執行 

岡山県議会議員選挙の管理執行を行う。 

（告示日：令和５年３月31日、選挙期日：令和５年４月９日、任期満了日：令和５年４月

29日） 

(2) 明るい選挙推進事業の実施 

県民の政治意識の高揚を図るとともに、明るく正しい選挙を実現するため、各種啓発事業

を実施する。 

(3) 主権者教育推進事業の実施 

将来の有権者である子どもたち等の政治意識の醸成を図るため、選挙出前授業等の啓発事

業を実施する。 

(4) 政治団体届出の受付等（政治資金規正法関係事務） 

政治団体の設立届の受付、公表、政治団体の収支報告書の受付、公表等の事務を行う。 

(5) 政党支部報告書の受付等（政党助成法関係事務） 

政党交付金に係る支部報告書の受付、閲覧等の事務を行う。 
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  航空企画推進課 

 

１ 岡山桃太郎空港の整備・管理と利用促進 

岡山桃太郎空港は、昭和63年３月に県が設置・管理する地方管理空港として開港し、現在、

国内３路線、国際４路線の計７路線が就航している。新型コロナウイルス感染症の影響により

減少した利用者数の回復に取り組むとともに、関係者と連携し、エアポートセールスや空港機

能強化など空港づくり基本構想に掲げる将来像の実現に向けた戦略を計画的に進め、利用促進

や利便性の向上などに取り組む。 

(1) 施設概要 

当初はジェット機の就航が可能な2,000ｍ滑走路の空港として開港し、その後、国際線施設

や3,000ｍ滑走路などの施設整備により、国際化の進展や増加する航空需要に対応してきた。 

諸施設の老朽化が進む中、令和４年度には、エプロン舗装改良等を実施した。今後とも、

老朽化対策等を計画的に進めるとともに、「空港づくり基本構想」などを踏まえながら空港

機能の強化を図る。 

所      在      地 岡山市北区日応寺 

標点の位置及び標高 
(位置) 北緯34度45分25秒 東経133度51分19秒 

(標高) 239.2ｍ 

空  港  の  種  別 地方管理空港 

施 

設 

概 

要 

敷 地 面 積 約187ha 

着 陸 帯 (長さ）3,120ｍ （幅）300ｍ 

滑 走 路 (長さ）3,000ｍ （幅） 45ｍ 

誘 導 路 (長さ）3,621ｍ （幅） 23ｍ､ 26.5ｍ､ 30ｍ 

エ プ ロ ン (面積)約8.4ha (駐機場)７スポット、小型機６スポット 

(2) 定期路線の状況 

 路 線 名 運 航 数 航空会社名 開設時期  

 

 

 

国 

内 

線 

東 京 線 10往復／日 
全日本空輸:５往復/日 昭和63年３月 

日 本 航 空     :５往復/日 平成14年７月 

沖 縄 線 １往復／日 日本ﾄﾗﾝｽｵｰｼｬﾝ航空 昭和63年３月 

札 幌 線   １往復／日 全日本空輸 平成30年３月 

国 

際

線 

ソウル線 １往復／日 大韓航空 平成３年６月 

上 海 線 １往復／日 中国東方航空 平成10年６月 

香 港 線 ２往復／週 香港航空 平成28年３月 

台 北 線 ４往復／週※ タイガーエア台湾 平成28年７月 

※台北線は、５月27日から１往復／日の予定                  （R5.4.1現在） 
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(3) 令和４年度の利用状況                             

年間の利用者数(チャーター便を含む｡)は、コロナ禍前の水準には及ばないものの、前年

度と比べて123.3％増加し、約87万8千人となっており、定期路線の利用者数は約87万4千人、

搭乗率は60.0％となった。路線別・年度別の実績は、別表（31頁）のとおりである。また、

チャーター便については、68便(片道ベース)が運航された。 

(4) 路線の維持・拡充 

国内線については、運航便数はコロナ禍前の水準に回復し、利用者数はコロナ禍前の水準

には及ばないものの回復傾向にあり、また、国際線は台北線の運航が再開されている。今後、

台北線以外の国際線の運航の再開に取り組むとともに、利用者数の回復等を図るため、運航

経費への支援や集客支援事業などを実施し、既存路線の維持・安定化に取り組み、また、よ

り幅広い国・地域から観光客を受け入れられるよう、東南アジア地域も視野に入れながらＬ

ＣＣを含む航空会社等へ新規路線の就航を働きかける。 

ア 国内線 

・ 東京線はビジネス需要を中心に、沖縄線は観光や修学旅行需要によりそれぞれ利用の

回復を図り、運航の維持・拡充に取り組む。 

   ・ 札幌線は、令和５年夏ダイヤから通期運航が再開されたところであり、年間を通じて

集客・ＰＲに努め、利用者数の増加を目指す。 

イ 国際線 

   ・ 台北線は、令和５年３月26日に約３年ぶりに週４便で運航が再開され、５月27日から

は運休前と同じ毎日運航になる。今後、航空会社等と連携し、インバウンド・アウトバ

ウンド双方の需要を喚起し、利用促進に取り組む。 

・ ソウル線、上海線及び香港線は、運航再開を航空会社に働きかけ、運航再開の見通し

が立った後、路線の特性に応じた利用促進に取り組む。 

(5) 利用促進活動の展開   

県内はもとより、近隣県や路線就航先からの集客を図るため、「空路利用を促進する会」

等と一体となって利用促進活動を展開する。 

ア 旅行会社への旅行商品の企画・販売の要請 

イ  新聞、雑誌への広告掲出、ＳＮＳによる情報発信など各種広報活動 

ウ  岡山桃太郎空港を利用した団体・修学旅行への助成 

エ 県内中・高等学校の修学旅行やビジネスでの岡山桃太郎空港の利用促進に向けた教育委

員会や県内企業への働きかけ 

 

２ 岡南飛行場の整備・管理と利用促進 

岡南飛行場は、昭和37年10月に岡山空港として開港し、昭和63年３月の新岡山空港（現岡山

桃太郎空港）の開港に伴い、岡南飛行場に名称変更した。格納庫用地等の未利用地への立地促
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進などに努め、中四国地方で唯一の小型機専用飛行場としての拠点性を高めながら効率的な運

営を図る。 

(1) 施設概要 

県警察・岡山市消防の公共ヘリコプター基地、飛行訓練、航空測量等の航空関連事業など

に幅広く利用されている。 

所 在 地 岡山市南区浦安南町 

標点の位置及び標高 
(位置) 北緯34度35分29秒 東経133度56分00秒 

(標高) 0.0ｍ 

空 港 の 種 別           その他の空港 

施 

設 

概 

要 

敷 地 面 積 約60ha 

着 陸 帯 （長さ）1,320ｍ （幅）120ｍ 

滑 走 路 （長さ）1,200ｍ （幅） 30ｍ 

誘 導 路 （長さ）  720ｍ （幅） 18ｍ 

エ プ ロ ン （面積）約7.4ha （駐機場）65スポット 

(2) 利用状況と今後の取組 

令和４年度の着陸回数は、9,862回（前年度比107.7％）であり、格納庫用地及び航空関連

施設用地には11者（公共団体２、事業者等９）が立地している。 

引き続き、経費縮減や未利用地への立地促進などにより収支改善に努めるとともに、岡南

飛行場祭りなどの機会を通じて利用促進や賑わい創出に取り組み、地域経済への波及や地域

活性化を図る。 
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利用者数 搭乗率 利用者数 搭乗率 利用者数 搭乗率 利用者数 搭乗率

H25 1,018,020 60.2 70,878 72.1 103,726 70.6 1,192,624 61.6

H26 1,040,466 56.4 70,132 68.3 86,469 82.6 1,197,067 58.3

H27 1,072,052 59.3 73,593 70.7 89,554 84.6 1,235,199 61.2

H28 1,066,159 71.5 70,609 69.1 87,301 82.9 1,224,069 72.0

H29 1,085,448 72.8 75,130 72.1 94,169 81.7 1,254,747 73.3

H30 1,103,308 75.1 77,790 65.1 91,986 79.2 1,273,084 74.7

R元 1,058,911 75.4 85,448 70.7 99,320 79.4 1,243,679 75.4

R2 244,071 47.0 1,272 39.6 20,428 25.6 265,771 44.1

R3 363,425 46.6 1,904 35.5 26,885 33.8 392,214 45.4

R4 773,242 59.3 15,609 41.6 85,426 73.3 874,277 60.0

ﾁｬｰﾀｰ便

利用者数 搭乗率 利用者数 搭乗率 利用者数 搭乗率 利用者数 搭乗率 利用者数 搭乗率 利用者数 利用者数 搭乗率

(人) (%) (人) (%) (人) (%) (人) (%) (人) (%) (人) (人) (%)

H25 87,598 70.3 51,874 50.8 139,472 63.0 6,452 1,338,548 61.8

H26 86,815 64.9 44,710 52.3 131,525 60.9 7,266 1,335,858 58.7

H27 85,291 72.2 51,329 58.2 806 57.9 137,426 66.6 9,327 1,381,952 61.8

H28 85,001 70.7 53,909 64.0 40,349 65.7 31,952 80.0 211,211 69.1 4,420 1,439,700 71.6

H29 102,007 70.0 56,432 66.5 29,662 82.2 69,933 83.4 258,034 73.6 9,004 1,521,785 73.4

H30 100,799 72.6 66,738 73.7 32,783 76.0 104,249 80.7 304,569 75.8 5,401 1,583,054 74.9

R元 70,021 64.8 57,015 70.6 30,861 71.0 98,118 78.5 256,015 71.7 4,098 1,503,792 74.7

R2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1,003 266,774 44.2

R3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1,044 393,258 45.4

R4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 695 64.4 695 64.4 3,244 878,216 60.0

岡山桃太郎空港旅客便利用者数及び搭乗率の推移

※①札幌線は、R3・R4年度は季節運航。
※②「国際線計」及び「合計」欄の利用者数、搭乗率は、グアム線（H10～H26年度）、エバー航空による台北線（H25～H27年度）を含む。

国際線・計

年度
東京線 札幌線 沖縄線

合計

年度

台北線
(H28.7.14就航）

国内線・計

上海線ソウル線
香港線

(H28.3.28就航)
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国際課 

１  国際交流の推進 

友好交流先である中国・江西省、オーストラリア・南オーストラリア州、インド・マハーラ

ーシュトラ州プネ市及びピンプリ・チンチワッド市、韓国・慶尚南道や、本県からの移住者が

多い南米諸国との交流を推進し、本県の友好交流の充実を図る。 

(1) 中国・江西省との交流（平成４年６月 友好交流協定締結） 

青少年の相互交流をはじめ、幅広い分野での交流を推進する。 

(2) オーストラリア・南オーストラリア州との交流（平成５年５月 友好交流協定締結） 

関係機関と連携し、経済や教育など幅広い分野での交流を推進する。 

(3) インド・マハーラーシュトラ州地域（プネ市及びピンプリ・チンチワッド市）との交流

（平成 18 年１月 友好交流協定締結） 

関係機関と連携し、幅広い分野での交流を推進する。 

(4) 韓国・慶尚南道との交流（平成 21 年 10 月 友好交流協定締結） 

青少年の相互交流をはじめ、幅広い分野での交流を推進する。 

(5) その他の地域との交流 

本県からの移住者が多い南米諸国や本県と経済面等で結びつきのある地域との交流の充実

に努めるとともに、関係団体等と連携し、様々な地域と双方にメリットのある交流を推進す

る。 

２  多文化共生の地域づくりの推進 

外国人が安心して暮らせるよう、多言語による生活相談・情報提供やコミュニケーション支

援に取り組むとともに、外国人の地域参加を促進するなど、多文化共生の地域づくりを推進す

る。また、ウクライナ避難民に対し、住居や生活の支援を行う。 

(1) 生活支援 

岡山国際交流センターにおいて、在住外国人に対し、多言語による生活相談・情報提供を

実施する「岡山県外国人相談センター」を運営する。 

また、災害関連情報の多言語による提供や災害救援専門ボランティア（通訳・翻訳）の養

成・登録を行うなど、災害時における外国人支援体制の充実等に取り組む。 

(2) コミュニケーション支援 

日本語講座の開催や民間団体等に対する日本語教室の開設支援等により、外国人が岡山で

生活していく上で必要な日本語学習の機会を提供する。 

また、学校・行政機関等で外国人と日本人関係者のコミュニケーションをサポートする通

訳ボランティアの養成等を行う。 
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(3) 地域における支援 

岡山国際交流センターにおいて、地域住民とのパイプ役となる地域共生サポーターの養成

講座研修会を行うとともに、各種交流会や地域住民を対象とした講座・セミナー等の開催に

より、外国人への理解の促進や多文化共生に関する意識啓発を行い、外国人の地域参加を促

進する。また、外国人にもわかりやすい「やさしい日本語」研修会を開催し、普及に努め

る。 

３ 国際貢献活動の推進 

岡山県国際貢献活動の推進に関する条例に基づき、本県の特性を生かした岡山発の国際貢献

活動と多様な主体による国際貢献ネットワークを推進する。 

(1) 岡山発国際貢献活動の推進 

本県の特性である保健・医療・福祉や農業、教育等の基盤を生かし、県内ＮＧＯ等が行う

国際貢献活動を支援する。 

また、県民等の協力を得ながら、岡山桃太郎空港内に設置した救援物資備蓄センターの運

営を行うなど国際救援活動の推進に取り組む。 

(2) 国際貢献ネットワークの強化 

県内ＮＧＯ等、経済団体、企業、国際関係団体、大学、メディア、行政等の多様な主体が

連携し、国際貢献活動の裾野の拡大や岡山発の国際貢献活動の創出等に向けて、国際貢献ネ

ットワークの強化に取り組む。 

また、岡山国際貢献月間（10 月）における協賛イベントやおかやま国際協力大使及び県内

ＮＧＯ等による国際貢献活動等について、県ホームページや国際貢献ネットワーク等を活用

して県民に周知し、国際貢献への理解の促進を図る。 

４  グローバル人材の育成 

実践的な語学力やコミュニケーション能力を有し、国際的に活躍できるグローバル人材を育

成する。 

(1) 海外留学の促進 

ア 留学促進フェアの実施 

留学経験者・関係機関によるセミナー等を実施することにより、学生の留学への関心・

意欲を喚起するとともに、留学について検討する機会の拡大につなげる。 

イ 未来へトビタテ！おかやま留学応援事業 

産学官が連携し、県内企業・団体からの協賛金を原資とした奨学金制度を実施すること

により、留学にチャレンジする県内学生等を支援する。 

(2) 語学力の向上と国際理解の促進 

市町村のＪＥＴプログラムの活用促進や岡山国際交流センターの外国語講座等により、地

域における外国語教育の充実を図るとともに、国際交流員等による出前講座等により、国際
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理解の促進に取り組む。 

５ 海外渡航事務の実施（旅券発給） 

旅券法に基づき、海外へ渡航するために必要な一般旅券の発給を行う。平成 18 年 10 月か

ら、県民の旅券取得の利便性の向上を図るため、旅券の申請受理と交付事務を全市町村に権限

移譲しており、県は旅券の作成及び市町村支援等の事務を実施している。 

また、平成 26 年 7 月より、県独自の取組として、市町村での処理期間では渡航に間に合わな

い場合に、追加手数料 6,000 円を徴し、申請から３日目に旅券を交付する早期発給制度を実施

している。 

加えて、国による旅券発給手続きのオンライン化の進展に伴い、令和４年度末から旅券の電

子申請の導入を進めているとともに、今年度においては、旅券発給手数料のオンライン納付等

に取り組む。 

・令和４年度一般旅券交付件数  14,663 件 

うち早期発給交付件数 159 件 
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●　岡山県及び県内市町村の友好（姉妹）提携の状況

令和５年４月１日現在　

県・市町村名 提　　携　　先　　（　国　・地　域　） 提携年月日

岡　　山　　県  江　　西　　省　（中　国）
こう　　　せい　　　しょう　　　　　　　　

平成4年6月1日

 南オーストラリア州　（オーストラリア） 平成5年5月7日

 プネ市  （インド ・ マハーラーシュトラ州） 平成18年1月19日

 ピンプリ・チンチワッド市  （インド ・ マハーラーシュトラ州） 平成18年1月20日

慶
キョン

　　尚
サン

　　南
ナム

　　道
ド

　（韓　国） 平成21年10月17日

岡　　山　　市  サンノゼ市　（米　国　・　カリフォルニア州） 昭和32年5月26日

 サンホセ市　（コスタリカ） 昭和44年1月27日

 プロブディフ市　（ブルガリア） 昭和47年4月28日

 洛
 らく

　　陽
よう

　　市　（中　国　・　河
か

　南
なん

　省
しょう

） 昭和56年4月6日

 富
  ﾌﾟ　　　　ﾁｮﾝ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｷｮﾝ　 　ｷﾞ　    　ﾄﾞ　

　　川　　市　（韓　国　・　京　幾　道） 平成14年2月26日

 新
 しん　　　ちく　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　竹　　市　（台  湾） 平成15年4月21日

 ウマティラ・インディアン居留区部族連合 (米国・オレゴン州ペンドルトン市） 平成17年7月27日

 グアム準州　(米　国） 平成22年8月31日

倉　　敷　　市  サンクトペルテン市　（オーストリア） 昭和32年9月29日

 カンザスシティ市　（米　国　・　ミズーリ州） 昭和47年5月20日

 クライストチャーチ市　（ニュージーランド） 昭和48年3月7日

 鎮
ちん

　　江
こう

　　市　（中　国　・　江
こう

　蘇
そ

　省
しょう

） 平成9年11月18日

津　　山　　市  サンタフェ市 　(米　国　・　ニューメキシコ州) 平成11年10月30日

玉　　野　　市  統
トン　　　　ヨン　　　　　　　　　　チュンム　　　　　　　　　　　　　　　　　キョン　サン　ナム　　ド

　　營　　市（旧忠武市）　（韓　国　・　慶　尚　南　道） 昭和56年8月3日

九
きゅう

　　江
こう

　　市　（中　国　・　江
こう

　西
せい

　省
しょう

） 平成8年10月5日

 グロスター市　（米　国　・　マサチューセッツ州) 平成16年7月23日

笠　　岡　　市  コタバル市　（マレーシア　・　ケランタン州）　 平成11年10月21日

 モービロンガコミューン　（スウェーデン　・　エーランド）　 平成11年10月21日

固
コ

　城
ソン

　郡
      　　　　　　　　　　　　　　　キョン　サン　ナム　ド

　（韓　国　・　慶　尚　南　道） 令和５年４月（予定）

高　　梁　　市  トロイ市　（米　国　・　オハイオ州）  平成2年5月4日

新　　見　　市  信　陽　市　溮　河　区 　(中　国　・　河　南　省)
しん　　よう　　し　　　し　　　が　　　　く　　　　　　　　　　　　　　か　　　なん　　しょう　

(旧信陽市行政区画再編により、平成12年4月26日信陽市溮河区と友好都市締結） 

 ニュ－パルツ・ヴィレッジ　（米　国　・　ニュ－ヨ－ク州） 平成10年10月9日

 シドニー（カナダ　・　ブリティッシュコロンビア州） 平成20年6月30日

備　　前　　市  クレア＆ギルバ－トバレ－町　（オーストラリア　・　南オーストラリア州)
　（旧クレア町平成9年7月1日合併により町名変更）

平成2年1月18日

 メンローパーク市　（米　国　・　カリフォルニア州） 平成27年7月21日

 蔚　山
ウル　サン

　広　域　市
　

　東　区 　（韓　国） 平成27年7月24日

瀬　戸　内　市  ミティリニ市　（ギリシャ）　 昭和57年7月6日

 密　　陽　　市　　（韓　国　・　慶　尚　南　道）
　ミ　　　リャン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キョン　サン　ナム　　　ド

平成17年11月12日

赤　　磐　　市  ヴァルハウゼン村　（ドイツ　・　ラインラントファルツ州) 平成7年4月19日

美　　作　　市  サン・ヴァランタン　（フランス　・　アンドル県） 昭和63年4月6日

 サンクト・ヴァレンティン　（オーストリア　・　ニーダーエステライヒ州） 平成6年10月25日

 サン・ヴァランタン　（カナダ　・　ケベック州） 平成9年10月24日

浅　　口　　市  ティ－・ツリ－・ガリ－市　（オーストラリア　・　南オーストラリア州) 平成19年10月4日

高
こう

　　安
あん

　　市　（中　国　・　江
こう

　西
せい

　省
しょう

） 平成21年10月14日

和　　気　　町  上　海　市　嘉　定　区　 （中　国　・　上　海　市）
しゃん　はい　　し　　か　　　てい　　く　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成4年10月15日

 ハ　　ナ　　町　（カナダ　・　アルバ－タ州） 平成5年3月21日

鏡　　野　　町  イヴェルドン・レ・バン市　（スイス　・　ヴォ州） 平成8年10月7日

久　米　南　町  バロッサ市　（オーストラリア　・　南オーストラリア州) 平成14年8月22日

美　　咲　　町  テムズ　コロマンデル地区 （ニュージーランド） 平成28年8月4日

吉 備 中 央 町  淮
わい

　安
あん

　市
し

　淮
わい

　安
あん

　区
く

　（中　国　・　江
こう

　蘇
そ

　省
しょう

) 平成11年1月26日

岡山県の提携件数　５  １７市町の提携件数  ４０

平成4年4月16日
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くらし安全安心課

１ 消費生活行政の推進 

高齢化の更なる進行や、高齢者単独世帯の増加、成年年齢の引下げ、デジタル化の進展に伴

う電子取引の拡大等により、消費生活を巡る状況は大きく変化する中、ますます複雑化、多様

化する消費者問題等に適切に対応するため、第４次岡山県消費生活基本計画（令和３～令和７

年度）に基づき、消費者の視点に立った施策を総合的、計画的に推進する。 

また、自ら考え行動する自立した消費者を育成するため、ライフステージに応じた消費者教

育を総合的に推進する。 

(1) 市町村の相談体制充実への支援 

消費者に最も身近な市町村において、質の高い相談が受けられるよう、相談体制整備への

支援や相談員の研修実施等、それぞれの市町村に応じた必要な支援を、国の地方消費者行政

強化交付金等を活用して行う。 

(2) 自主的かつ合理的な選択の機会の確保 

ア 消費者が商品等を選択する際の重要な情報である規格・表示の適正化を図るため、食品

表示法、景品表示法、家庭用品品質表示法等に基づく立入検査や指導等を行う。 

イ 取引の公正と消費者の利益保護を図るため、訪問販売や電話勧誘販売等に係る悪質な事

業者に対して、特定商取引法等に基づく指導、処分等を行う。 

(3) 消費者団体の育成、指導 

ア 消費生活協同組合法に基づき、生活協同組合の設立認可や、健全な組合活動の維持発展

のための指導、検査を行う。 

イ 県内で唯一の適格消費者団体の支援を通じて、消費者団体訴訟制度の周知や制度の円滑

な運用を推進する。 

ウ 岡山県消費生活問題研究協議会をはじめとする消費者団体の育成等に努める。 

(4) 地域における見守り活動の促進 

消費者被害の未然防止や早期発見のため、市町村や福祉関係機関等と連携して、地域の見

守りネットワークの構築や活動の活性化を支援する。 

２ 消費生活センター 

消費生活に関する苦情や相談を受け付け、解決に向けた支援を行うとともに、消費者教育の

拠点として、消費者教育コーディネーターを中心に、各種啓発、教育及び情報提供を行う。 

(1) 消費生活相談の実施 

安全・安心な消費生活の実現に向けて、消費者被害を防止し、消費者の権利を守るため、消

費生活相談を実施する。実施にあたっては、弁護士による法律相談を積極的に活用するなど、

県内の消費生活相談窓口の中核機関としての対応能力の強化を図るとともに、相談員の資質
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向上のための研修のほか、行政職員を含めた消費生活相談研修会を実施するなど、市町村の

相談体制の充実に向けた支援を行う。  

また、消費者ホットライン１８８「いやや」の一層の周知を図り、相談窓口の利用促進に努

める。 

＜相談件数＞ 

(2) 消費者意識の啓発、情報発信 

高齢者や障害のある人にわかりやすい講座や若年者向け講座など、多様な啓発事業を展開 

するとともに、注意情報等のタイムリーな発信により消費者被害の未然防止、拡大防止に努 

める。 

・消費者啓発セミナー（出前講座）の実施 

 対象：高齢者、障害者、学生・若者、保護者、教職員、支援者、各種団体 

・消費生活講座の開催（年４回） 

・消費生活情報紙の発行（年４回：各 2,000 部配布・Web 配信） 

・障害のある人の消費生活見守りネットワークへの情報提供 

・ホームページ、ツイッター、YouTube 動画による情報発信 

・マスコミを通じた情報発信  

(3) 学校等と連携した消費者教育の実施 

ライフステージに応じた体系的な消費者教育が重要であることから、学校等と連携した消 

費者教育を推進する。 

・教員向け消費者教育講座の開催 

・学校教育の各段階に応じた消費者教育教材・プログラムの普及 

・障害のある人の消費生活見守りネットワークを中心に支援者を対象とした講座の実施 

３  交通安全対策の推進 

交通事故のない安全で安心な岡山県を目指し、マトリックス組織を中心に関係機関・団体と

の連携を密にして、第 11 次岡山県交通安全計画（令和３～令和７年度）等に基づき、総合的、

効果的な交通安全対策を推進する。 

(1) 交通安全県民運動 

県民の交通安全意識の高揚と安全な交通行動の定着を図るために、関係機関・団体と連携

し、春と秋の交通安全県民運動をはじめとした県民運動を展開するとともに、時宜に応じた

活動を推進する。 

＜年間を通じた県民運動＞ 

・目指せ日本一！交通マナーアップ県民運動 

H28 年度 H29 年度 H30 年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 

8,751 9,621 8,419 7,818 8,915 7,620 6,625 
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・高齢者交通安全県民運動   

・ストップ飲酒運転県民運動 

(2) 安全運転サポート車の普及 

操作ミス、前方不注視などのヒューマンエラーによる事故の防止や被害軽減に効果が期待

される安全運転サポート車について、関係機関・団体と連携し、衝突被害軽減ブレーキ、ペダ

ル踏み間違い時加速抑制装置等を体験できる啓発イベントの開催などを通じて、その効果や

必要性を啓発し、普及に努める。 

(3) 広報活動の推進 

交通安全意識の高揚を図るため、各種媒体を活用して広報活動を展開する。特に、県民総ぐ

るみで取り組む各種交通安全県民運動については、ラジオ放送等を通じてドライバー等に呼

びかけるなど、広報活動を強化する。 

(4) 岡山県安全安心講師団講師の派遣 

地域で開催される講習会に「交通安全」や「防犯」の知識が豊かな方を講師として派遣し、

指導助言を行う。 

(5) 無事故・無違反チャレンジ２００日 

10 人が１チームとなり無事故・無違反を目指すことにより、安全運転の励行を習慣付ける

とともに、広く県民の交通安全意識の高揚を図る。 

(6) 自転車の安全利用の推進 

自転車安全利用五則を活用した広報啓発などを通じて、自転車の交通ルール遵守とマナー

向上を図るとともに、被害者救済等の観点から自転車保険の加入促進を図る。 

(7) 交通事故相談所の運営 

交通事故被害者を支援するため、無料で事故に係る補償問題、更生問題、示談の方法などの

相談を受け付ける。 

 

４ 安全･安心まちづくりの推進 

「岡山県犯罪のない安全・安心まちづくり条例」に基づき、市町村、県民、自治会等、ボラン

ティア・ＮＰＯ及び事業者との連携協働による安全・安心岡山県づくりを推進する。 

(1) 県民等による安全・安心まちづくりの自主的な活動の促進 

ア 県民運動の推進 

県民総ぐるみで犯罪のない安全で安心な岡山県づくりを進めるため、安全・安心まちづ

くり旬間（10 月 11 日～20 日）や毎月第２金曜日の「犯罪ゼロの日」等を中心に、県民の

理解を深めるための広報啓発活動を行うとともに、特に功績のあった個人・団体の顕彰を

行うなど、県民の防犯ボランティアへの参加気運の醸成を図る。 

イ 防犯ボランティアの活動促進等 

防犯ボランティアの指導者育成のための研修会の実施や「安全・安心通信」の発行によ

り、先進的な取組事例の紹介やタイムリーな情報提供を行うなど、活動の活性化を図る。ま
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た、青色防犯パトロール実施団体への広報活動用機器の貸与や募金型自動販売機紹介事業

等を通じて、自主防犯活動を支援する。 

(2) 犯罪の防止に配慮した社会環境の整備 

ア 防犯責任者の設置促進 

金融機関やコンビニなどに防犯責任者を設置し、事業所の自主防犯対策の推進を図る。 

イ 防犯カメラ設置及び運用に関するガイドライン等の普及促進 

(3) 児童等の安全の確保 

ア 小学校を中心とする自主防犯活動の推進 

｢子ども 110 番の家｣へのセーフティコーン設置の支援や、ボランティアによる防犯教室

を実施するなど、地域住民や事業所等と連携した地域ぐるみの子どもの安全確保を推進す

る。 

イ 児童等が犯罪に遭わないための教育の推進 

児童の危険予測能力・危険回避能力を育成する地域安全マップづくりを広めるため、指

導者の養成を図るとともに、インターネットを活用したシミュレーション学習等を推進す

る。 

ウ 高齢者等の犯罪被害防止 

特殊詐欺をはじめ、高齢者が狙われやすい犯罪やその対策に関する適切な情報提供、地

域ぐるみの声かけや見守り活動等の高齢者を犯罪から守る取組を推進する。 

(4) 特殊詐欺被害の防止 

「岡山県特殊詐欺被害防止条例」に基づき、関係者が一体となって、総合的かつ計画的な特

殊詐欺被害防止対策を推進する。また、「だまされんのじゃ岡山県・県民運動」を継続し、高

齢者をはじめとする幅広い方々に、詐欺の手口や被害防止対策に関する広報啓発を行うとと

もに、金融機関、コンビニ、運送事業者等で構成する「特殊詐欺被害防止ネットワーク」等を

活用した水際での被害防止対策を推進する。 

 

５ 犯罪被害者等の支援 

社会全体で犯罪被害者等を支援していくため、「岡山県犯罪被害者等支援条例」等に基づき、

県・市町村・関係機関等の連携のもと、総合的かつ計画的に各種施策を推進する。 

 (1) 犯罪被害者等見舞金給付事業 

犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るため、見舞金を給付するとともに、被害発生直後

から被害者等に寄り添った支援をコーディネートする。 

(2) “ひとりで悩まないで”性犯罪・性暴力被害者支援事業 

性犯罪・性暴力被害者が速やかに必要な支援を受けることができるよう、ワンストップ支

援センターを運営し、その周知を図るとともに、医療費等の一部を支援する。 
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６ 再犯防止施策の推進 

犯罪をした者等が再び犯罪をすることを防ぎ、円滑に社会復帰できるようにするための支援

を、「岡山県再犯防止推進計画」に基づき、国との適切な役割分担を踏まえ、総合的かつ計画的

に推進する。 
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 人権・男女共同参画課 

 

１ 人権施策の推進 

令和３年３月に策定した第５次岡山県人権政策推進指針や学識経験者で構成する人権政策審

議会での意見を踏まえ、女性、子ども、高齢者、障害のある人など人権課題ごとの施策につい

て、庁内 11 課室で構成する「人権啓発マトリックス」等を活用し、関係部・課が緊密な連携を

図りながら、総合的な人権施策を進めていく。 

また、国・市町村、関係機関と情報交換・役割分担などをしながら緊密な連携・協力を図り、

啓発事業を効果的に実施する。 

 

２ 人権啓発の推進 

「共生社会おかやま」の実現に向け、人権に関する知識の習得のみにとどまらず、一人ひと

りが自らの課題として捉え、日常生活で生かせる人権感覚を身につけることができるよう、国、

市町村、民間団体、庁内人権啓発マトリックス各課等と連携・協力し、効果的な啓発事業を推

進する。 

(1) 人権週間・憲法週間における集中的な啓発 

ハートフルフェスタの開催や各種媒体（Web、新聞紙面、懸垂幕等）を活用した広報等を実

施する。 

(2) 人権情報コーナー設置 

県内の公民館や大学等 200 か所へ「人権情報コーナー」を設置し、各種の人権課題に関す

るパンフレットにより啓発を行う。 

(3) スポーツチームと連携・協力した啓発 

ア 公式試合会場での啓発(岡山シーガルズ、ファジアーノ岡山) 

イ 人権スポーツふれあい教室の開催 

小学校にスポーツチームから選手を派遣し、児童との交流を通じて「思いやりの大切さ」

などを伝える。（実施予定：18 市町 32 校） 

(4) 岡山吉備高原車いすふれあいロードレース会場等での啓発 

岡山吉備高原車いすふれあいロードレース会場等において、啓発グッズ配布や人権につい

てのアンケート調査などで啓発活動を実施する。 

(5) 児童生徒人権啓発ポスターの募集、カレンダー作成 

人権啓発ポスターを児童生徒から募集し、入賞作品の表彰・展示を行うとともに、入賞作

品を活用したカレンダーを作成・配布することにより啓発を行う。 

(6) 民間団体との協働による人権啓発 

人権意識の高揚に取り組む団体や大学生が行う人権啓発事業へ対象経費の 1/2 以内又は全

額を補助(限度額 150 千円)する。(６団体) 

(7) 国・市町村との連携 

市町村が行う啓発事業に対して国の啓発委託費の配分を行うほか、全県レベル及び４つの    
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地域レベルの人権啓発活動ネットワーク協議会を通じて、国・市町村と連携・協力した啓発

事業の実施に努める。 

(8) 新型コロナウイルス感染症に関する偏見・差別防止 

新型コロナウイルス感染症の感染者や医療従事者など様々な人や施設等に対する偏見や差

別、誹謗中傷等を防止するため、県ホームページや県政広報媒体を活用した啓発に取り組む。 

(9) 若い世代から「HEART.FULL」活動の輪！事業 

若い世代の人権意識の向上や取組を後押しし、取組状況等を広く発信することで、県民全

体へも人権意識が広がっていくよう、事業を組み合わせ実施する。 

 

３ ユニバーサルデザイン（ＵＤ）の推進 

人権尊重にもつながるユニバーサルデザイン（ＵＤ）の考え方を県のあらゆる施策に取り入

れ、全県的に浸透させるため、民間団体と協働し、ＵＤの魅力をより多くの県民に発信するこ

とができる「おかやまＵＤアンバサダー（魅力発信大使）」の養成やＵＤ体験等を組み込んだ

セミナーの実施、県民室での展示等により、県内全域でのＵＤの普及啓発に取り組む。 

 

４ 人権研修の充実              

職員一人ひとりが、県行政のすべての業務は人権にかかわっているとの認識を持ち、職務の

いかんを問わず、人権尊重の視点に立った行政の担い手であることを自覚して業務に当たる必

要があり、人権について正しく理解し、人権尊重の視点から問題意識を持って業務に当たるこ

とができるよう、体系的な人権研修を実施する。 

また、人権に関わりが深い職業従事者等を対象にした研修会の開催や人権啓発指導者等の養

成を行うとともに、各種団体等が行う人権研修の支援を行う。 

(1) 県職員を対象にした研修 

階層別(新規採用者、主任・課長級昇任者、幹部職員)研修、所属別研修、全職員対象研修

など体系的に実施する。 

(2) 様々な場での研修 

岡山県教育委員会と連携して、人権啓発指導者の養成講座や同講座の修了者を対象にした

スキルアップ講座を開催するとともに、各種団体等が人権研修会を開催する際に、必要に応

じて職員を講師として派遣するなどし、自主的な取組を支援する。 

(3) 相談機関への支援 

相談機関相互の円滑な連携調整が行えるよう、活動内容の周知や担当者の相談能力の向上

等を図るための研修会を開催する。 

 

５ 隣保館への支援 

地域の特色やニーズを踏まえて、隣保館の活動が幅広く展開されるよう、隣保館及び設置市

町を支援する。 

・隣保館の設置状況：18 市町（44 施設） 

(1) 隣保館運営費等の補助 
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隣保館の運営費及び生活上の各種相談事業や人権課題の解決のための各種事業費に対して

補助する。 

     団 体 数      ： 13 市町（21 施設） 

     補 助 率 ： 3/4（負担割合 国 1/2・県 1/4） 

(2) 研修会等の実施及び情報提供 

隣保館職員等の人権意識の更なる向上やスキルアップを図るための研修会を開催するとと

もに、隣保館の適切な運営を確保するため隣保館及び設置市町へ助言等を行う。 

また、知識・技能の習得等に関する各種融資・貸付金制度や相談窓口の情報提供を行う。 

 

６ 男女共同参画施策の総合企画及び連絡調整 

男女共同参画社会の実現を目指して、「第５次おかやまウィズプラン」に基づく各種施策を

推進する。 

(1) 第５次おかやまウィズプランの推進 

３つの基本目標と 14 の重点目標に沿って、25 項目の数値目標を掲げ、「男女が共に輝く

おかやまづくり」に向けた施策を総合的かつ計画的に実施する。 

(2) 施策の進捗状況の公表 

岡山県男女共同参画の促進に関する条例第９条の規定により、プランの進捗状況を取りま

とめた年次報告書を作成、公表する。 

(3) 岡山県男女共同参画審議会の運営 

男女共同参画社会の実現に関する重要事項について調査審議等を行うため、条例第 24 条の

規定により設置した、学識経験者 10 名、公募委員５名からなる審議会を運営する。 

 

７ 男女共同参画社会の基盤づくり 

固定的な性別役割分担や偏見などにつながっている社会制度や慣行の見直しについて、社会

的合意を得ながら意識改革を進めていく。 

(1) 意識啓発 

ア  男女共同参画推進月間（11 月）における啓発（男女共同参画社会づくり表彰、各種啓発

事業等） 

イ 啓発資材の作成・活用 

(2) 市町村との連携 

市町村と連携し関係施策の円滑かつ効果的な推進を図るとともに、男女共同参画に関する

基本計画の改訂や施策の推進に当たって必要な情報提供を行うなど、市町村の取組を支援す

る。 

(3) 地域男女共同参画推進事業   

県内全域で、地域における男女共同参画に係る活動を積極的に推進していくため、団体に

委託して実施する。 
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８ 男女の人権が尊重される社会の構築 

性別や年齢などにかかわらず、一人ひとりの人権が尊重されるよう、男女間のあらゆる暴力

の根絶をはじめ、情報化社会における男女の人権の尊重、生活困難を抱える人々への支援など

を実施する。 

(1) ＤＶ被害防止対策強化事業 

新型コロナウイルス感染症の影響などにより、被害の潜在化や深刻化が懸念されているこ

とから、ＳＮＳを活用したプッシュ型のアプローチを行うことで、早期にＤＶ被害を認識し

てもらい、支援機関への相談を促すとともに、相談や支援を行う専門職員の資質向上を図る

など、地域のセーフティネットの強化に取り組む。 

ア ＳＮＳを活用したプッシュ型アプローチ事業 

イ 資質向上・連携支援事業 

(2) 配偶者等からの暴力防止啓発等 

ア 岡山県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本計画（県ＤＶ防止基本

計画）に基づき、広報・啓発や、被害者の保護と自立支援に取り組む。 

イ コロナ禍の影響による外出機会の減少等により、配偶者等からの暴力の増加や深刻化が

懸念されることから、コンビニエンスストアやスーパーなどにＤＶ防止啓発ステッカーを

設置するなど、ＤＶ相談窓口の周知を図るとともに迅速かつ適切な相談対応に取り組む。 

ウ 若者に対するデートＤＶ相談窓口の周知等普及啓発、将来的なＤＶの発生の未然防止を

図るための小学生も含めた若年時からのＤＶ防止啓発を実施する。 

エ 女性に対する暴力をなくす運動期間（11/12～25）に合わせて集中的に啓発活動を実施す

る。 

(3) 市町村等の支援体制の強化 

ア 被害者にとって最も身近な行政主体である市町村の相談体制を充実するため、市町村に

対して支援センターの設置や女性相談員の配置を働きかけるとともに、市町村のＤＶ対策

の取組を支援する。 

イ 県ＤＶ防止基本計画に基づき、ＤＶ被害者の支援者・支援団体の育成に努めるとともに、

ＤＶ被害者の保護及び自立支援を民間団体と協働で実施し、関係機関との意見交換及び課

題検討を通じ、総合的な対策を講じる。 

ウ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）でＤＶ被害者

についての通報規定がある医療関係者向けの対応ガイドラインを活用し、医療現場等にお

けるＤＶ被害者支援を図る。 

 

９ 男女が共に活躍する社会づくり 

あらゆる分野における女性活躍の推進や雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

など、男女が共に活躍する社会づくりを進める。 

(1) おかやま☆女性活躍☆生き活きパッケージ 

「オール岡山女性活躍推進プラットフォーム」における人材育成、企業へ専門家を派遣す

るアウトリーチ型支援等を通じて、男女が共に活躍できる社会づくりを推進する。 
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ア 「オール岡山女性活躍推進プラットフォーム」における人材育成 

企業の実務担当者等をメンバーとするプラットフォームにおいて、企業内で女性活躍や

ワーク・ライフ・バランス等の取組を進める人材を育成するとともに、取組事例などを情

報発信する。 

イ 専門家派遣によるアウトリーチ型支援等 

社会保険労務士などの専門家を企業へ派遣し、男女共同参画の実現に向けた企業の取組

を支援したり、悩みや不安を抱える女性向けの交流会や男性の家庭生活参画促進セミナー

を実施する。 

 

10 男女共同参画推進センター（ウィズセンター） 

男女共同参画を推進するための総合拠点施設として、国・市町村をはじめ、県民、ボランテ

ィア・ＮＰＯ、事業者・企業など、様々な主体と連携・協働して、事業を実施する。 

また、ＤＶ防止法に基づく配偶者暴力相談支援センターとして、ＤＶ被害者からの相談に対 

応するとともに、ＤＶの予防啓発等を行う。 

(1) 情報収集と提供 

図書やＤＶＤの貸出し、人材情報等、男女共同参画に関する情報の収集・提供、ＳＮＳ等

を活用した情報発信を行う。 

また、女性の職業能力を高めるための知識・技術の習得やチャレンジしたい女性への情報

提供等を行う。 

(2) 相談 

生き方、家族・夫婦の悩みなど、様々な問題の相談に応じるため、女性相談員による一般

相談（電話及び面接）、男性相談員による男性のための相談（電話）、弁護士や医師による

特別相談（法律・こころ）を実施する。 

(3) 啓発事業の実施 

ア  男女共同参画ゼミナール事業 

男女共同参画の視点を持った地域リーダーを養成し、そのネットワークづくりを推進する。 

イ  ウィズカレッジ事業 

男女共に参加しやすい講座、男性・若い世代に着目した講座、女性の多様で柔軟な働き

方やワーク・ライフ・バランスの実現に資する講座等を開催する。また、職員による出前

講座、来所講座を行う。 

ウ  ＤＶ対策事業 

ＤＶに関する理解を深めた「ストップＤＶ！啓発サポーター」を養成するとともに、実

務担当者を対象とした専門性の高い研修を実施し、地域に根ざした活動の強化を図る。 

また、男女間のあらゆる暴力を許さない社会環境づくりに向け、意識啓発を図る。 

エ 男女共同参画推進月間事業 

男女共同参画への関心と理解を深めるため、広く一般県民に向けた講演会を開催する。 

また、男女共同参画の推進に取り組んでいる登録団体等の活動を支援する。 
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比較(%)

(B)/(A)

( 2,354,932 ) ( 2,873,226 ) ( 122.0    )

3,958,704 3,530,657 89.2     

( 2,166,757 ) ( 2,086,195 ) ( 96.3     )

2,166,757 2,102,680 97.0     

( ) ( ) ( )

一

( ) ( ) ( )

( 188,175 ) ( 787,031 ) ( 418.2    )

1,791,947 1,427,977 79.7     

般 ( 3,154,483 ) ( 3,196,770 ) ( 101.3    )

4,756,808 4,857,379 102.1    

( 1,486,799 ) ( 1,455,124 ) ( 97.9     )

1,620,312 1,780,491 109.9    

( 1,667,684 ) ( 1,741,646 ) ( 104.4    )

会 3,136,496 3,076,888 98.1     

( 517,900 ) ( 533,600 ) ( 103.0    )

940,900 970,000 103.1    

( 517,900 ) ( 533,600 ) ( 103.0    )

940,900 970,000 103.1    

計 ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( 6,027,315 ) ( 6,603,596 ) ( 109.6    )

9,656,412 9,358,036 96.9     

147,750 91,117 61.7     

( 6,027,315 ) ( 6,603,596 ) ( 109.6    )

9,804,162 9,449,153 96.4     

（　　）は一般財源

第５　県民生活部予算の概要

（単位：千円）

区　　　　　分
令和4年度
当初予算額

(Ａ)

令和5年度
当初予算額

(Ｂ)

義 務 的 経 費

人 件 費

公 債 費

社 会 保 障
関 係 費

そ の 他

一 般 行 政 経 費

運 営 費

特 別 会 計 の 計

合 計

事 業 費

投 資 的 経 費

公 共 事 業 等 費

国 直 轄 事 業
負 担 金

災 害 復 旧
事 業 費

一 般 会 計 の 計
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